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【要 旨】
本論文は、自由貿易の進展と中国をはじめとする東アジアの経済成長に伴い発生してきた諸問題
のうち、外部不経済を伴う自由貿易の効果について、小国開放経済の部分均衡分析の枠組みで研究
するものである。現在、起こっている米中貿易摩擦をはじめとした貿易摩擦、および自由貿易協定
の見直し、あるいは協定からの離脱という保護貿易の動きについて、大国の覇権争い、国内の所得
再分配、そして環境問題という３つの視点のうち、環境問題に焦点をあてて分析を行う。まず、自
由貿易推進の歴史と中国をはじめとする東アジアの経済成長について考察し、そして、環境問題に
ついての小国開放経済での部分均衡分析を行う。そこで、輸出産業において大気汚染などの外部不
経済を伴う場合、自由貿易がかえって輸出財の過剰生産を起こしてしまうことを示した上で、これ
まで明らかにされていなかった外部不経済を伴う自由貿易下でのピグー税の最適条件を明らかにす
る。
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【Abstract】
This paper investigates the free trade with an external diseconomy by the partial equilibrium
analysis of a small open economy. Recently, the trade tension has arose from between the United
States of America and the People's Republic of China. There are three points of that we have to take
into account in discussion of the free trade: A struggle for ruling power between the big countries, a
domestic redistribution of income, and an environmental problem. Of the three, I focus on the third
one. I show that if there is an external diseconomy, a free trade is not optimal, further that amplifies
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the inefficiency. I also show that the optimal rate of Pigovian tax is different from the case of no
trade.
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Ⅰ．はじめに
現在、20世紀末から21世紀にかけて拡大してきた自由貿易の動きに対する反動ともいえる動きが
生じている。特にアメリカの環太平洋パートナーシップ協定（TPP）からの離脱、北米自由貿易
協定（NAFTA）の再交渉、アルミや鉄鋼などへの追加関税の賦課とそれに対する中国の応酬への
懸念、また、ヨーロッパではイギリスのヨーロッパ連合（EU）離脱決定などである。今後の世界
経済のリスクについて通商白書2018［1］では国際通貨基金（IMF）、世界貿易機関（WTO）の見
解を引用して懸念を表明している。
IMFは今後の世界経済のリスクについて、世界経済が想定を上回るペースで成長するサプライ
ズが起きる可能性を指摘する一方、米国の鉄鋼・アルミニウムに対する追加関税の賦課やそれに
対する中国の応酬など、世界経済の結びつきが阻害され、各国が内向き志向な政策に傾くことに
よる貿易・投資活動へのマイナスの影響を懸念している。
今後の貿易動向について、WTOは世界的なアンチ・トレードの傾向や各国政府による貿易制
限的な措置の増加を成長の押し下げ要因として懸念している。
また、2018年10月に発表されたIMFの世界経済見通し［2］によれば、世界経済が想定を上回るペー
スで成長するサプライズの可能性は後退し、４月からの６か月間でおきた米中間の貿易摩擦が「主
要な脅威」となり、経済は下振れするリスクが強まっていると分析している。
この問題は、アメリカに誕生したトランプ政権による、「自国ファースト」というスローガンの
下で行われている大国の「エゴ」がむき出しとなった諸政策によるところが大きいと考えられるが、
では、そうした政策は全く馬鹿げているものなのか、それとも一考の価値があるものなのかについ
て、次の３点について検討してみよう。まず、今回の貿易摩擦の背景として、アメリカは「国家安
全保障上の脅威」とか「貿易不均衡を是正する」という説明をするが、こうした言動には、大国と
して君臨してきたアメリカが中国に抜かされつつあることに対する「苛立ち」が滲み出ている。そ
れが、自国より優位に立ちそうな国を牽制しようとする行動につながっているものと考える。
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次に、自由貿易に伴う産業構造の変化がもたらす所得分配の変化については、自由貿易によって
少なくとも短期的には、利益を増やすことができる主体の他に、不利益を被る主体が存在すること、
ただし、そうした主体に対して貿易の利益を享受する主体から補償を行うことで、貿易をしない場
合と比較して全体として利益を上げることができること。しかしながら「そうした補償スキームが
通常行われることはない」ことがケイブズ他［3］において指摘されている。特にアメリカでは、
一部の富豪への富の集中が、そうでない中間層および貧困層の不満を生み、トランプ政権の誕生に
つながったと考える。トランプ大統領はそうした庶民の怒りの矛先を外に向けることによって、中
間選挙を有利に進めようとしているともいえよう。
最後に、自由貿易において取引される財の生産や消費に外部不経済が存在する場合、その推進は
かえって外部不経済を拡大してしまう可能性があることが知られている［3］。中国では、経済成長
に伴い大気汚染が深刻な問題になっているが、二酸化炭素などの温室効果ガスは、一国にとどまら
ず地球全体の問題として認識されているものである。この点については、アメリカのパリ協定離脱
にともない、中国の動きが注目されたが、中国は独自の排出権取引市場を創設し、パリ協定からは
離脱せず温暖化対策に前向きな姿勢を示した。自由貿易がもたらす環境問題に警鐘を鳴らしている
論文としてエキンス他［4］、ロプケ［5］がある。どちらも自由貿易の拡大が全ての面においてよ
い結果をもたらすわけではないことを、環境面、持続可能性、そして発展途上国への配慮といった
観点から論じている。ただ、どちらも厳密な理論分析が行われていない。一方、多和田［6］では、
環境汚染を伴う国際貿易の一般均衡分析が厳密になされているものの、均衡の安定性が主眼であり、
政策が論じられていない。また、ケイブズ他［3］では、最適な政策は大気汚染を排出している国が、
輸出自主規制や輸出関税によるのではなく、生産または消費に直接働きかける政策によって是正す
ることが望ましいことが指摘されているが、詳細な分析はなされていない。
そこで、本論では、上述の貿易摩擦および自由貿易協定の見直し、あるいは離脱という保護貿易
の動きについて、大国の覇権争い、国内の所得再分配、そして環境問題という３つの論点に集約し
た。最初の点については、生命倫理の観点から考察する余地はあるが本論では扱わないことにする。
次の所得分配の点については、上述のようにケイブズ他［3］の第２章、第６章および第11章です
でに論じられているためここでは扱わない。最後の環境問題については同じくケイブズの第10章、
第11章で論じられてはいるが、より厳密な分析の結果、新たな発見をすることができたため、本論
では最後の環境問題に焦点をあてて分析を行うことにしよう。続くセクションIIにおいて、自由貿
易推進の歴史と中国をはじめとする東アジアの経済成長について考察し、セクションIIIにおいて
環境問題についての小国開放経済での部分均衡分析を行う。そこで、輸出産業において大気汚染な
どの外部不経済を伴う場合、自由貿易がかえって過剰生産を助長してしまうことを示す。その上で、
外部不経済を伴う自由貿易の下でのピグー税の最適条件を明らかにする。最後にセクションIVに
てまとめを行う。
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Ⅱ．自由貿易の推進とアジアの経済成長
１．自由貿易の推進
冷戦が雪解けをした1990年代は、93年にヨーロッパ共同体（EC）からEUが誕生し、94年に
NAFTAが発効し、95年に関税と貿易に関する一般協定（GATT）の枠組みからWTOが誕生する
など、自由貿易を推進する体制が整えられた時期であった。東アジアにおいても、東南アジア諸国
連合（ASEAN）によるASEAN自由貿易地域（AFTA）は、93年から関税削減スキームが開始さ
れている。また90年代は情報技術（IT）革命を機に世界経済が一体となる動きが加速した時期と
もいえる。97年のアジア通貨危機は、そうしたグローバリゼーションの渦中で発生したものと言え
るが、東アジアではその危機をチャンスに変える形で地域協力、連携への気運を盛り上げ、同年、
ASEAN+3（日中韓）首脳会議が初めて開催、翌年から制度化された。
21世紀に入ると、2001年末に中国がWTO加盟を果たしたことをきっかけに、世界貿易における
中国の存在感は飛躍的に拡大した。国連貿易開発会議（UNCTAD）の統計データ［7］によれば、
中国の貿易総額（財貿易における輸出額＋輸入額）は、2000年の4742億ドル１から、2005年の１兆
4219億ドル、2010年のⅡ兆9740億ドル、2015年の３兆9530億ドル、2017年の４兆1052億ドルへと８
倍以上となった。
日本も、90年代はWTOの枠組みを重視していたこともあり、自由貿易協定（FTA）を推進する
動きはみられなかった。しかし、2002年のシンガポールとの経済連携協定（EPA）締結以降、南
米と東南アジアの国々を中心に積極的にEPAを締結するようになる。EPAはFTAに加え、投資、
人の移動、知的所有権の保護等、より広い範囲で経済関係の強化を目指すもので、これまで日本が
締結してきたEPAの中で、地域とのEPAとして、2008年より順次発効中の日ASEAN包括的経済連
携（AJCEP）協定や2019年１月中旬に発効予定のTPP11、そして同じく2019年３月下旬までの発
効を目指す日EU経済連携協定（EPA）がある２。AJCEPは投資・サービス面でも交渉が終了し、
日系多国籍企業にとって、東アジア地域を生産の一大拠点として機能させていく上で、重要な役割
を果たしている。
貿易自由化を早くから取り組んでいたASEANは、先行６か国から10か国に拡大し、2002年には
先行６か国の間で関税率が０−５%にまで削減した。そして2015年末のASEAN経済共同体（AEC）
創設時には、関税撤廃の比率が99%を超える世界で最も高い水準の自由貿易圏となった。AECの主
要目標として「単一の市場と生産基地（市場統合）」があるが、この市場統合とは、EUの物品、サー
ビス、資本、人の移動が自由化される「共同市場」とは異なり、色々な制約や制限付きの「自由な
移動」であり、例えば、人の自由な移動は熟練労働者に制限されている［8］。ASEANは現在交渉
中の東アジア地域包括的経済連携（RCEP）の中核として、対象となるそれぞれの国との自由貿易
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協定ASEAN+1を実現しており、日中韓の経済連携が思うように進まない中で、まさに東アジア地
域のハブとしての役割を果たすようになっている。
２．中国の経済成長
中国経済の発展要因は、広大な国土面積および膨大な人口という基礎的潜在力に加えて、1980年
代からの沿岸都市の経済特区にはじまり、90年代における鄧小平の南巡講話による改革開放路線の
加速、資本主義市場経済ではなく「社会主義市場経済」への移行という経済政策によって、急速に
資本主義市場経済へと移行した旧ソ連や東欧諸国が陥ったハイパーインフレーションなどの混乱を
回避しつつ、社会主義ならではの巨大なダム事業など公共投資の迅速な推進、そして、外国直接投
資（FDI）を通じて外国資本が中国の低賃金労働を求めて中国国内に生産拠点を構えていったこと
に求められる。さらに、15年来の念願だった2001年末のWTO加盟を果たしたことをきっかけに、
より開かれた市場へと成長し、FDIの拡大が一層加速した（朱永告［9］）。
ここで表１を見てほしい。これは経済力をより反映する購買力平価（PPP）ベースで測った2017
年時点におけるアメリカ、日本、中国のGDPの世界シェア（%）の推移である。これによると、中
国のGDPのシェアは1999年時点で早くも日本を抜き、2014年時点でアメリカを抜いてすでに世界
一となっていることがわかる。同じくIMFの資料によるとアメリカドルで測った名目GDPでは、
中国が日本を抜くのが2010年で、アメリカにはまだ追いついていない。購買力平価の方がドルベー
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表 1 GDP（PPP購買力平価ベース）の推移
出所）IMF economic outlook 2018 より筆者作成
スより高くなるということは、中国元がドルに対して過小評価されている、すなわち元安水準となっ
ていることを意味している。これは、貿易赤字の要因として中国元が安く誘導されているためとい
うアメリカの主張は一理あるものといえよう。
Ⅲ．自由貿易と環境汚染
中国の経済成長が、労働集約型産業に比較優位を生み出し、自由貿易を通じてその生産を拡大し
た結果によることがわかったが、環境省［10］で公表されているデータを基に作成した表２より、
そうした活動がCO2の排出量を増加させていることがみてとれる。表２の排出率とは、世界のCO2
排出量に占めるその国の排出量の割合である。絶対水準ではアメリカの排出量そのものはほぼ一定
であるが、中国をはじめ世界の排出量が増えているために排出率は低下している。
第Ⅰ節でも触れたように、自由貿易が環境汚染を拡大する可能性については、エキンス他［4］
やロプケ［5］ですでに指摘されるとともに、国際貿易論の標準的なテキストであるケイブズ他［3］
においても述べられている。ケイブズは、外部不経済を伴う貿易において、私的企業が環境汚染な
どの費用を考慮しないで、汚染を続けた場合、自由貿易水準は最適でないという議論が成り立ちう
る、という趣旨を述べている。
― 92 ―
東日本国際大学研究紀要 Vol.24 №1
表 2 米中の二酸化炭素CO2排出率
出所）「世界のエネルギー起源CO2 排出量」環境省「気候変動の国際交渉」関連資料よ
り筆者作成
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その上で、「貿易規制は次善の策であり、消費または生産に対する課税によって直接歪みを正し
た方がよい」と述べ、また「汚染の費用を含まない私的限界生産費用は他国のコストよりも低いが、
そのコスト差は汚染軽減のコストよりも小さい場合、生産者に汚染軽減のコストを負担させると、
その産業は純輸出産業から純輸入産業へとシフトする」と述べている。ただし、いずれも言葉で述
べられているにとどまるため、本論においてその確認を兼ねて分析したところ、より具体的な条件
が明らかになった。以下のモデルでそれらを確認していくことにしよう。
１．モデル
ある小国開放経済を考える。為替レートは一定とする。この国は財Xを生産するものとし、価格
はPとする。外部不経済が発生しているものとしよう。開放経済における外部不経済を考慮すると
き、それが消費に伴うものなのか、生産に伴うものなのかを区別する必要が生じる。例えば、自動
車においては、生産段階で出る排ガスと、消費段階で出る排ガスがあり、それが輸出産業である場
合、国内消費分は生産および消費の外部不経済が国内に影響するのに対して、輸出される分は生産
の外部不経済が国内に、消費の外部不経済は国外に輸出されることになる。本論では、分析を容易
にするため、消費に伴う外部不経済は無視し、生産に伴う外部不経済のみを考慮するものとする。
さらに、外部不経済は越境しないものと仮定する。
２．貿易パターンが変わらないケース
小国の仮定より、国際価格P＊は所与とする。図１のように自給自足かつ外部性を考慮しない国
内均衡価格（図中点Ｅの高さ）を P＾とおく。また自動車の生産量に伴って発生する限界損失はその
生産量に比例して増大するものとする。そこで、限界損失を考慮した社会的限界費用曲線と需要曲
線とが交わっている点Jの価格をP＊＊とする。このとき社会的限界費用曲線は私的限界費用曲線の
上側に位置することからP＊＊> P＾の関係が成立している。ここで次の２つの仮定をおく。ここで、
仮定1は、自由貿易において輸出が発生することを意味している。仮定２は、社会的限界費用曲線
が国際価格線と線分FGの範囲で交わることを約束するものである。
仮定１：P＊> P＾、仮定２：P＊>P＊＊
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以上の仮定の下で、自由貿易を行った場合、国内の生産点は点Fとなり、消費点は点Gとなる。
輸出量は線分FGの長さで表される。このとき、自給自足均衡の下で△BEKの面積で表される外部
不経済は、△BFIへと拡大することがわかる。では、死荷重の大きさはどうであろうか。自給自足
経済において市場に任せた場合の死荷重は△JEKで表されるのに対して、開放経済においては最適
な生産点が点Fではなく点Hとなるため、自由貿易を行った場合の死荷重は△HFIで表される。こ
こで△JEK＜△HFIであることから、外部不経済が存在するとき、自由貿易はかえって非効率性を
増大させることがわかる。このことから、次の命題が成立する。
命題１ 仮定１、仮定２の下、自由貿易の最適な資源配分は、社会的限界費用曲線と国際価格線と
の交点における生産量で示されるが、完全競争市場の下での自由貿易はその生産量を上回り資源配
分の非効率性を増大させる。
証明 図１において生産点が点Hとなる場合の社会的余剰は次のように表すことができる。消費者
余剰は△AGP*、生産者余剰は□BLHP*、外部不経済は△BLHなので、社会的余剰は消費者余剰＋
生産者余剰−外部不経済で△ABJ＋△JHGとなる。ここで、貿易が行われない場合の社会的余剰の
最大値が社会的限界費用曲線と需要曲線で囲まれる△ABJの大きさで表されることから、△JHGの
大きさが、外部不経済が存在する場合の真の貿易利益である。そしてこの社会的余剰が達成可能な
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図１ 生産外部不経済を伴う輸出 自由貿易において影部分の死荷重が発生
最大値となっている。
次に、市場に任せて自由貿易をした場合の社会的余剰は次のように表すことができる。消費者余
剰は△AGP*、生産者余剰は△BFP*、外部不経済は△BFIのため、社会的余剰は消費者余剰＋生産
者余剰−外部不経済で△ABJ＋△JHG−△HFIとなる。これより、△HFIの大きさの死荷重が発生
していることが判った。
最後に△JEK＜△HFIについては、私的限界費用曲線と社会的限界費用曲線に囲まれた範囲にお
いて底辺をEKとする△HFIと相似となる三角形を作ることができるが、その三角形よりも△JEK
は小さいことを容易に確認することができる。（証明了）
次に、外部不経済を伴う自由貿易の非効率性を解消するための政策を考えよう。ここで、貿易が
ない場合であれば、図1中の線分JMを生産量１単位あたりの税率とするピグー税を課せばよいこと
はすでによく知られているところである。その場合、私的限界費用曲線は図中の点Jを通り私的限
界費用曲線に平行な「国内対策線」まで上方にシフトする。
しかし、このとき自由貿易をすれば、生産点は点Jから点Nまで拡大し、その結果、△HNRの死
荷重が発生することがわかる。これは図１の△HFIよりは小さくなるものの、最適ではない。した
がって、外部不経済を伴う輸出産業に対する対処方法として、国内対策における通常のピグー税で
は対策が不十分であることが判明した。
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図２ 貿易を考慮しないピグー税では対策が不十分となる。
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命題２ 仮定１、仮定２の下、外部不経済を伴う輸出産業に対して、需要曲線と社会的限界費用曲
線とが交わる点における限界損失を税率とするピグー税は最適ではない。
証明 図２において需要曲線と社会的限界費用曲線とが交わる点における限界損失は線分JMの長
さで表される。それを生産量１単位当たりの税率とするピグー税（従量税）を課した場合の社会的
余剰は次のようになる。消費者余剰は△AGP*、生産者余剰は△TNP*、税収が□BI’NT、そして外
部不経済が△BI’Rなので、社会的余剰は消費者余剰＋生産者余剰＋税収−外部不経済で△ABJ＋
△JHG−△HNRとなる。これより、△HNRの大きさの死荷重が発生していることが判った。（証明
了）
次に、外部不経済による非効率性を解消する目的で、関税政策を用いた場合の余剰分析をしよう。
そこで、図２のピグー税によって実現する点Nにおける国内生産量と同じ大きさの国内生産量にな
るように輸出関税を用いた場合の社会的余剰の大きさを確認すると、図３のように、死荷重の大き
さが△GQS分だけ拡大することがわかる。
命題３ 仮定１、仮定２の下、生産に外部不経済を伴う財の貿易において、外部不経済を減らす目
的で国内生産者に輸出関税を課すことは、国内生産者にピグー税を課す政策よりも非効率である。
証明 図３において点Nの生産量が実現するように輸出関税を輸出量１単位当たり線分QSの長さ
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図 3 関税の非効率性
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に設定する３。このときの社会的余剰は次のようになる。消費者余剰は△AQPt、生産者余剰は△
BI’Pt、税収は□SQI’N、そして外部不経済は△BI’Rなので、社会的余剰は消費者余剰＋生産者余
剰＋税収−外部不経済で△ABJ＋△JHG−△HNR−△GQSとなる。これより、ピグー税を課す場
合より△GQS分の大きさの死荷重が余分に発生していることが判った。（証明了）
命題３については、標準的な貿易論における関税と生産者補助金の関係に対応するものであるこ
とが判る。また、本節の冒頭に引用したケイブズの指摘を本論の枠組みで改めて確認したことにな
る。
最後に、最適なピグー税の税率を求める。結論から述べると、図４のように、国内生産者に課す
ピグー税率を社会的限界費用曲線と国際価格線の交点における限界損失の大きさ（＝線分HL）に
設定することで、社会的余剰を最大にすることができる。
命題４ 仮定１、仮定２の下、外部不経済を伴う財の輸出において、最適なピグー税率は、社会的
に最適な生産点である社会的限界費用曲線と国際価格線の交点の生産量における限界損失の大きさ
である。
証明 図４において点Hの生産量が実現するようにピグー税を生産量１単位当たり線分HLの長さ
に設定する。このときの社会的余剰は次のようになる。消費者余剰は△AGP*、生産者余剰は△
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図 4 外部性を伴う自由貿易における最適なピグー税
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T*HP*、税収はBLHT*、そして外部不経済が△BLHなので、社会的余剰は消費者余剰＋生産者余剰
＋税収−外部不経済で△ABJ＋△JHGとなる。これより、ピグー税によって余剰の大きさが最適化
されたことがわかる。（証明了）
命題２と命題４を比較すると、限界損失が生産量に比例するような外部不経済を伴う輸出産業に
おいては、貿易がない場合に比べて、ピグー税率を高めに設定する必要があることがわかった（HL
＞JM）。この点から、ピグー税率を設定するにあたり、税率に差が出てくる可能性があることが判っ
た。
３．貿易パターンが変わるケース
前節では、社会的限界費用曲線と需要曲線との交点が国際価格線の下側で交わっているケースを
扱ってきたが、本節では、それが国際価格線の上側で交わっているケースを考えてみよう。すなわ
ち仮定２の代わりに次の仮定をおく。
仮定３ P＊<P＊＊
図５がそのケースを表している。このケースは、外部不経済が極端に大きいか、国際価格が自給
自足均衡における国内価格よりわずかに高いような場合に起こりうると考えられる。この場合、外
部不経済を放置したまま自由貿易を進めた場合は、X財は輸出財となり、生産点は点Fとなり、線
分GFの長さの輸出量を実現することになる。ただし、今回の最適生産点は需要曲線の内側に位置
する社会的限界費用曲線と国際価格線との交点Hとなる。その場合の最適な社会的余剰の大きさ
は、△AGP*＋△BHP*である。よって、外部不経済を内部化しないまま、自由貿易を行った（生産
点が点Fとなる）場合の死荷重の大きさは、消費者余剰が△AGP*、生産者余剰が△BFP*となり、
外部不経済が△BFIの大きさとなるため、△HFIの面積となる。
次に、外部不経済を内部化するために、ピグー税を課すとする。このときⅢ−２節と違うのは、
課税後の国内対策線が、図６のように点Gを超えてくるため、輸出から輸入へと貿易パターンが変
わるということである４。次に前節同様に国内対策としてのピグー税を課した場合を想定してみ
る。これは図６に示されており、これまでと同様の余剰分析をすれば、貿易量は線分GFの輸出から、
線分LHの輸入へと変化するとともに、△LMHの大きさの死荷重が発生することがわかり、非効率
となる。また、この場合は、輸出関税をかけて輸出量を減らすだけでは、貿易パターンを変えるこ
とはできず、非効率となるのは明らかである。
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最後に最適なピグー税を考える。結論から述べると、社会的限界費用曲線と国際価格線との交点
Hが最適な国内生産点を示している。したがって、図７において、最適なピグー税率は線分HNの
長さとなる。ここで、次の命題が成立する。
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図５ 貿易パターンが変わるケースにおける自由貿易の死荷重の大きさ
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図 6 貿易を考慮しないピグー税では必要以上に国内生産量を抑制することになる。
命題５ 仮定１、仮定３の下、最適なピグー税率は、社会的に最適な生産点である社会的限界費用
曲線と国際価格線の交点の生産量における限界損失の大きさである。このとき、貿易パターンはX
財の輸出からX財の輸入へと変化する。
Ⅳ．おわりに
本論で、外部不経済を伴う自由貿易水準が最適とならないことを確認するとともに、その是正策
としての生産に課すピグー税における条件を導出することができた。ケイブズ他［3］の記述を読
んだとき、単純に思いつく国内対策として、いったん需要曲線と社会的限界費用曲線の交点を私的
限界費用曲線が通るようにピグー税を課した後に、自由貿易をすればよいかと思われるが、命題２
で示したようにそれは最適な政策ではないことが判明した。そして、命題３においては、どのよう
な水準に生産量を調整するにしても、関税政策はピグー税より劣ることを確認した。命題４におい
て最適なピグー税率が国際価格線と社会的限界費用の交点における限界費用の大きさであることが
判った。そして、命題4および命題５を通して、貿易を考慮しない国内対策としてのピグー税は、
仮定２の下では過少であり、仮定３の下では過大となることがわかった。本論では仮定１にあたる
自由貿易の下で輸出財となるケースしか扱わなかったが、輸入財となるケースについても同様の検
討をすることができる。ただし、この場合貿易パターの変化は起こらないし、最適税率についても
本論で分析した結果と本質的には変わらないため、その分析は読者に練習問題として委ねることと
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図 6 貿易を考慮しないピグー税では必要以上に国内生産量を抑制することになる。
しよう。
次に第Ⅲ節の分析の課題として、現実にこの政策を実行しようとしても、限界損失の大きさを測
定することが難しいために、最適な水準にピグー税率を定めることは容易ではないことも確かであ
る。その場合、汚染物質排出の上限を定め、それを削減することを目的としたボーモル・オーツ税
を検討することが、一つの方法である。また、本論では環境汚染は越境しないという仮定を設けて
分析をしたが、それが越境する場合は、排出権取引市場を創設し、いわゆる「キャップ・アンド・
トレード」を行わせることが求められるといえる。ただし、ボーモル・オーツ税や排出権取引にも、
汚染物質の排出上限をどのように決めるのか、排出権の初期分配をどうするのかといった問題があ
るため、万能策ではない。また、仮に汚染物質が越境するからといって、ピグー税のような国内対
策が全く無効となる訳ではない。その意味で本論の分析には一定の価値があると考える。ただ、本
論では一貫して小国開放経済における部分均衡分析を行ってきたが、大国の２国間貿易や、２国２
財の一般均衡分析での研究、さらには、大国間の政策決定における戦略的相互依存関係も考慮に入
れた分析も今後の研究課題となる。
最後に、冒頭で述べたように、現在、米中貿易摩擦が過熱しているだけでなく、政治的にも対立
する様相を呈している。アメリカとは違い、エネルギー資源の乏しい日本は自由貿易体制を維持・
推進することこそが国家安全保障につながるといえよう。また、電気機械や半導体など、これまで
比較優位にあった産業が徐々にその優位性を失いつつある中で、比較劣位にあると思われている農
業など第一次産業に比較優位性が生まれつつあると考えられる。例えば、福島県の桃などは、風評
被害で輸出規制がある国のある中、いち早く規制を解除したタイやマレーシアをはじめとする
ASEAN諸国において、輸出額が伸びている。グローバル経済が岐路に立つ中で、自由貿易を通じ
て地域の経済が成長する可能性についても今後の研究課題として考察していきたい。
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注
１ 2000年のデータは現在Web上で得られないため、朱永告［9］より得た。
２ 2018年10月現在の情報である。
３ ここで輸出量を等しくするように生産量を調整しているわけではない点に注意してほしい。
４ これと構造は本質的に同じで貿易パターンが変わるケースとして、より現実的にありそうなの
は、輸出していた自動車の外国における環境規制が高まり、その環境規制に合わせて自国で生産
しようとすると大幅に限界費用が上昇するため、結果的にその国は環境基準をクリアしている外
国の自動車を輸入するようになるということである。
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